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⑴　出会い・結婚 ア　出会いの場の創出 健康福祉部 子育て推進課

津市少子化対策地域支援活動事業
（民間団体が行う結婚支援事業に対
する補助事業）を行うとともに、津
市出会い応援事業（津市の若手職員
により構成したプロジェクトチーム
による企画立案及びイベントの運
営）を実施した。

津市少子化対策地域支援活動事業
については、初年度以降、応募数
が伸びておらず、また事業の採択
に至らない場合もあることから、
制度の認知度向上に向け、さらな
る周知に努め、応募数の増加を図
り、結婚支援の取組の充実に繋げ
ていく。

・平成27年度実績
　応募総数11件⇒採択数1件
　補助額：200,000円
・平成28年度実績
　応募総数1件⇒採択数0件
　補助額：0円
・平成29年度実績
　応募総数1件⇒採択数1件
　補助額：68,445円

イベント実施回数（計画
期間中の累計）

- 10回

2回
（平成27年度：

津市少子化対策地域支援活動
事業＜民間＞1件、

津市出会い応援事業PTによる
イベント＜津市＞1件）

累計５回
（平成28年度：

津市少子化対策地域支援活動
事業＜民間＞0件、

独身男性向けコミュニケー
ションスキルアップセミナー

＜津市＞１件、
津市出会い応援事業PTによる

イベント＜津市＞2件）

累計8回
（平成29年度：

津市少子化対策地域支援活動
事業＜民間＞１件、

津市出会い応援事業PTによる
イベント＜津市＞2件）

⑴　出会い・結婚 イ　出会いの場の情報発信 健康福祉部 子育て推進課
新聞、雑誌、ラジオ・テレビ番組を
活用し、津市が行う独身男女の出会
いを支援する取組の周知を行った。

新聞、雑誌、ラジオ・テレビ番組
を活用した情報発信を継続すると
ともに、電子媒体等も活用して、
婚活イベントの情報を提供する。

津市ホームページ結婚支
援サイト開設後の閲覧回
数

未開設 10,000回／年

（イベント実施前に、
参加者募集ページを作
成したが津市HP上で
ないためカウント不

可）

2,025回／年 5,897回／年

⑵　妊娠・出産
ア　妊娠・出産から子育てへと途
切れのない支援

健康福祉部
健康づくり課
保健医療助成課

母子健康手帳交付時に保健師等によ
る母子保健サービスの説明を実施
し、見通しをたてて妊娠・出産・育
児に取り組めるようサポートしてい
る。継続支援の必要な対象者には、
訪問等にて支援を実施した。
また、不妊治療を受ける夫婦や不育
症治療を受ける方に治療費の一部の
助成を行うとともに、所得に対して
医療費負担の大きい妊産婦に医療費
の一部の助成を行った。

妊娠期に支援が必要な対象者の把
握を徹底し、継続支援の充実及び
赤ちゃん訪問の実施率の向上をめ
ざす。
赤ちゃん訪問が実施できなかった
家庭の状況把握を関係機関と協力
して実施し、乳児家庭全戸の把握
をめざす。
また、不妊治療や不育症治療の一
部を助成することで、治療を受け
る方の経済的な負担を軽減すると
ともに、妊産婦の医療費の一部を
助成することで、妊娠時の経済的
な負担を軽減する。

乳児家庭全戸訪問（赤
ちゃん訪問）実施率

93.5％ 95％ 94.8％ 95.8％ 96.4%

⑵　妊娠・出産
イ　従業員の妊娠、出産等を支援
する企業への助成

商工観光部 経営支援課
不妊治療休暇奨励金制度を創設し、
従業員の妊娠、出産等を支援する企
業への助成を行った。

一定の成果が得られたことから奨
励金制度は終了したものの、今後
も実施方法を検討しながら企業へ
の助成を継続していく。

不妊治療休暇制度創設企
業数（計画期間中の累
計）

- 100社 44社 累計93社
（平成28年度：４９社）

累計９３社
（平成29年度：0社）

⑵　妊娠・出産
ウ　中学生からの若年層を対象に
した妊娠・出産に関する医学的知
見を踏まえた知識等の普及啓発

教育委員会
健康福祉部

教育研究支援課
（健康づくり
課）

平成27年度、平成28年度、平成
29年度ともに津市内全中学校にお
いて、産婦人科医や助産師等、命の
現場で働く専門職を招き、命の尊
さ・大切さから、望まない妊娠や性
感染症、また出産、育児等について
講演をしていただいた。

平成27年度、平成28年度につい
ては、三重県から思春期ライフプ
ラン教育事業費補助金の交付を受
けていたが、当該補助について
は、平成28年度をもって終了した
ため、平成29年度からは、思春期
ライフプラン教育事業を市単独予
算で実施している。今後も妊娠・
出産に関する知識や命の尊さ・大
切さについての正しい理解を醸成
するため、命の現場で働く専門職
を招き、講等を通じた普及啓発に
努める。

受講生徒数（計画期間中
の累計）

- 11,500人 3,400人 累計6,820人
（平成28年度：3,420人）

累計10,408人
（平成29年度：3,58８人）

基本目標①　出会い・結婚・出産・子育てしやすい環境づくり

津市まち・ひと・しごと創生総合戦略進行管理表（平成２９年度末時点）

具体的な施策
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⑶　子育て
ア　幼保連携型認定こども園の整
備

健康福祉部
教育委員会

子育て推進課
学校教育課

こども園を開園する地域を中心とし
て保護者等への説明会を行うととも
に、こども園への移行に向け、職員
による検討会議（運営に関する事項
の決定）を開催するなど５施設の開
園に向けた準備に取り組んだ。ま
た、津みどりの森こども園の整備を
行うなど、平成30年４月の3施設
開園に向けた準備を進めた。

平成30年度に開園したこども園３
園における運営上の課題等につい
て、職員間で共有し、解消に向け
て取り組んでいく。また、平成31
年開園予定の施設の整備を行うと
ともに、平成３２年度以降の整備
方針や計画について検討を進め
る。

公立の幼保連携型認定こ
ども園の整備（計画期間
中の累計）

- 5施設 0施設 累計０施設
（平成28年度：0施設）

累計3施設
（平成29年度：3施設）

⑶　子育て イ　世代を超えた交流の場づくり 健康福祉部 高齢福祉課

ふれあい・いきいきサロン活動の充
実を図るため、平成27年度に地域
で意見交換会を行い、平成28年度
からサロン実施１回につき、
1,000円の財政支援を開始した。
平成29年度からは、助成額をさら
に1,000円上乗せし、さらなる活
動の充実に取り組んだ。

助成額の増額により参加人数も大
幅に増加していることから、引き
続き、財政支援を通じた活動の充
実と参加人数増に取り組む。

ふれあいいきいきサロン
参加人数

14,814人／年 16,000人／年 14,780人／年 56,708人／年 77,495人／年

既存街区公園など（６公
園）のユニバーサルデザ
イン化整備箇所

0％ 100％ 0％ 0％ 0%

中勢グリーンパークの整
備面積

約11.1ｈａ 約12.8ｈａ
約11.1ha

（斜面遊具(滑り台)を整備し
たが、供用開始していないた

め）

約11.1ha
(園路などを整備したが、供用

開始していないため）

約11.２ha
(滑り台を含めて斜面遊具が完
成し、当該区域を供用開始し

たことによる増加）

⑶　子育て
エ　地域子育て支援センターの充
実

健康福祉部 子育て推進課

平成28年度は新たに２箇所の子育
て支援センターを設置するなど、未
就園児とその保護者が相互に交流す
る場所の提供を行うとともに、平成
29年度も引き続き保育士による子
育ての相談、情報の提供などを行っ
た。

既存施設の位置、利用者の利便性
を勘案しながら場所等の選定を行
い、今後も子育て支援センターの
整備を進める。

子育て支援センター利用
者数（月当たり延べ人
数）

9,191人／月
（Ｈ27年度計画

数）
9,691人／月

7,010人／月
（最大受入可能者数　9,648

人／月）

6,953人／月
（最大受入可能者数　8,850

人／月）

6,084人／月
（最大受入可能者数　8,704

人／月）

⑶　子育て
オ　子ども・子育てに関する相
談・支援の体制の充実

健康福祉部 こども支援課

家庭児童相談員が子育てに関する
様々な相談に応じ、各種サービスの
案内や子育てに関する助言、その他
家庭支援等を行った。

全国的に虐待通告件数が増加する
なか、相談内容も多様化してお
り、様々な相談に対して幅広い助
言等が出来るよう、引き続き職員
の資質向上及び関連情報の収集に
努め、相談体制の強化を図る。

家庭児童相談の受付件数 593件 610件 702件 708件 732件

⑶　子育て カ　待機児童ゼロの維持継続 健康福祉部 子育て推進課

私立保育所への施設整備の財政支援
や、幼保連携型認定こども園への移
行支援、地域型保育事業の認可など
により利用定員の拡充を図った。
※津市立の幼保連携型認定こども園
の整備については⑶アに記載。

民間施設（幼稚園・保育所）の幼
保連携型認定こども園への移行
や、私立保育所の施設整備に対す
る財政支援により、既存施設を活
用しつつ、利用定員を確保する。

待機児童数（各年４月１
日時点）

-
待機児童ゼロの

維持
維持 維持 維持

⑶　子育て キ　子ども医療費助成の拡大 健康福祉部 保険医療助成課

平成28年９月から新たに中学生の
通院を助成対象に加え、乳幼児から
中学3年生までの医療費を無料にし
た。

子ども医療費助成制度を維持する
ことで、子どもたちの健やかな成
長をサポートし、保護者の経済的
な負担の軽減を図り、子育てを支
援する。

子ども医療費の受給者数 25,000人 31,000人 24,397人 29,858人 29,495人

国の交付金交付額の減少に伴い、
事業進捗に遅れが生じているが、
社会資本総合整備計画に基づき、
今後も継続して事業を実施する。

⑶　子育て 建設整備課建設部ウ　子育てを支援する公園の整備

国の交付金事業として取り組む計画
であったが、交付額の減少に伴い中
勢グリーンパークの整備のみを実施
した。
斜面遊具について、設置済みの滑り
台に加え、平成27年度にネットク
ライミングを新たに整備し、当該区
域約0.1haについて供用を開始し
た。
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⑶　子育て ク　就学前教育の充実
教育委員会
健康福祉部

学校教育課
子育て推進課

幼児教育の充実に向け、適正な集団
規模の必要性についての周知を行う
ため、関係部署間の連携を図った。
幼稚園・保育所等の職員による合同
会議や合同研修会を開催し、幼児教
育の充実に向けた幼保の研修体制の
基盤づくりを行った。

津市立幼稚園における１クラス10
人以下の小規模学級の解消に向け
て、関係団体、保護者、地域、職
員等との協力体制を構築してい
く。
幼稚園・保育所・認定こども園等
に係る横断的な就学前教育カリ
キュラムの作成に取り組み、津市
の就学前教育の充実に努める。

幼稚園における１クラス
10人以下の学級数の縮小

25学級
（Ｈ27年度）

20学級 25学級 24学級 22学級

放課後児童クラブの未設
置校区数

12校区
（Ｈ27年度）

　8校区 9校区 ９校区 ７校区

放課後児童クラブの受入
れ児童数

2,154人
（H27年度）

　2,300人 2,144人 2,310人 2,499人

⑶　子育て
コ　子どもたちの学力向上と安全
の確保に向けた小中学校の教育環
境の充実

教育委員会 教育研究支援課

各学校における授業改善の取組の充
実や各中学校区における小中一貫教
育の推進等により、着実な学力の向
上と定着を図った。また、「わたし
たちの津市」（小学校教材）の改訂
を行い、社会科や総合的な学習の時
間等で郷土に関する学習を深めた。
さらに、「中学生リーダー研修会」
や三重大学と連携した防災学習によ
り、いじめ問題や防災教育に取り組
んだ。

基礎的な知識及び技能の定着につ
いては、一定の成果が見られるも
のの、それらを活用する力には課
題があり、今後は主体的に学習に
取り組む態度の育成を図ってい
く。また、保護者や地域住民をゲ
ストティーチャーとして効果的に
活用し、地域を知る学習をより一
層充実させていく。さらに、道徳
の時間を通して、各教科や人権教
育等を通じて、規範意識や豊かな
人間性を育んでいく。

全国学力・学習状況調査
において全国平均を上回
る科目数（小中学校合
算）

3科目 全8科目
４科目

※理科実施のため
10科目中

１科目 １科目

⑶　子育て
サ　ワーク・ライフ・バランス
（仕事と生活の調和）の推進

市民部 男女共同参画室

人権課・商業振興労政課と連携して
市内の事業所を訪問し、人事担当者
や施設管理者と面談のうえ、ワー
ク・ライフ・バランスなどについて
啓発した。

性別にかかわらず、子育てをしな
がら働き続けやすい環境づくりの
ため、人員が少なくその推進が難
しい中小企業に対しても、政府の
「働き方改革」のテーマの一つで
もあるワーク・ライフ・バランス
の重要性について、さらに広く啓
発していく。

事業所訪問による啓発
（計画期間中の累計）

- 100事業所訪問 18事業所 累計48事業所
（平成28年度：30事業所）

累計78事業所
（平成29年度：30事業所）

児童数の増加により、狭隘化して
いる施設の整備が課題である。
今後も小学校の余裕教室の利用や
公共施設の利活用等の施設整備に
取り組む。
また、放課後児童クラブへの訪問
等により、保護者や地域の声を十
分聞きながら、運営面への支援を
継続していく。

施設の狭隘化等への対応として、川
口放課後児童クラブ（H27）、神
戸地区放課後児童クラブ（Ｈ２９）
の小学校余裕教室への移転改修整備
及び村主放課後児童クラブ
（H28）の新築を行った。また、
平成２９年度は、一志東地区放課後
児童クラブの小学校余裕教室への移
転改修整備及び観音寺地区放課後児
童クラブの新築に係る実施設計業務
委託を行った。
支援員等の資質向上を図るため、行
政研修や研究大会を開催するととも
に、放課後児童クラブ運営マニュア
ルの作成や施設の老朽化に伴う修繕
を実施した。

生涯学習課教育委員会ケ　放課後児童クラブの充実⑶　子育て
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⑴　産業振興の推進
ア　企業の人材育成・確保に向け
た支援

商工観光部 経営支援課
市内中小企業者の人材育成に対する
取組に補助金を交付し支援を行っ
た。

補助金の周知を図り、申請件数の
増加に取り組む。

人材育成事業による支援
企業数（計画期間中の合
計）

- 90社 16社
（1,015千円）

累計29社
（平成28年度：

13社、1,000千円）

累計48社
（平成29年度：

19社、1,098千円）

⑴　産業振興の推進
イ　企業の自動化・制御技術の導
入、高度化に対する生産性向上支
援

商工観光部 経営支援課
市内中小企業者の生産性向上に対す
る取組に補助金を交付し支援を行っ
た。

補助金の周知を図り、申請件数の
増加に取り組む。

生産性向上促進事業によ
る支援企業数（計画期間
中の累計）

- 50社 10社
（8,766千円）

累計20社
（平成28年度：

10社、9,142千円）

累計32社
（平成29年度：

12社、10,055千円）

⑴　産業振興の推進
ウ　産業振興センターの機能見直
しと企業支援の充実

商工観光部 経営支援課

創業・ものづくり産業・地域資源活
用を支援するため、各分野の専門家
を配置して各種相談業務を実施し
た。また平成２９年４月に、「津市
ビジネスサポートセンター」を開設
し、企業誘致、中小企業の経営支
援、創業支援に取り組んだ。

産業支援のワンストップの総合窓
口として企業誘致、中小企業の経
営支援、創業支援施策の充実に取
り組む。

産業振興センターにおけ
る相談件数（計画期間中
の累計）

- 1,300件 256件 累計579件
（平成28年度：323件）

累計965件
（平成29年度：386件）

つ・環境フェスタ出展団
体数（計画期間中の平
均）

- 45団体 50団体 平均49.5団体
(平成28年度：49団体)

平均50団体
(平成29年度：51団体)

つ・環境フェスタ来場者
数（計画期間中の平均）

- 5,000人 6,000人 平均5,500人
(平成28年度：5,000人)

平均6,000人
(平成29年度：6,500人)

⑴　産業振興の推進 オ　起業・創業に向けた支援 商工観光部 経営支援課
創業相談の専門家による無料創業相
談（第二創業も含む）を実施し、起
業・創業希望者への支援を行った。

平成29年４月のビジネスサポート
センター開設に伴い、起業・創業
希望者に対する支援の強化を行っ
てきたが、今後も市民の潜在的な
ニーズ等を先取りした施策等の充
実を図ることで、市域における創
業者数の増加並びに創業機運の醸
成を図る。また、今後も創業支援
機関との連携強化を図る。

市及び関係機関の支援に
よる創業件数（計画期間
中の累計）

- 275件 51件 累計94件
（平成28年度：43件）

累計159件
（平成29年度：65件）

⑴　産業振興の推進
カ　農林水産業における新規就業
者の確保・定着支援

農林水産部 農林水産政策課

農林水産まつりや就農・就業フェア
で就農相談窓口を設置し、相談会を
開催するとともに、就農希望者を対
象に市民農業塾を開催するなど、新
規就農者の確保に努めた。また青年
就農給付金や農林業就業促進対策事
業補助金の支給を行い、就農への支
援を行った。

市民農業塾を修了した受講生など
の就農状況などを把握・分析し、
今後のサポート体制を整える。加
えて認定新規就農者の中で事業開
始時に設定した所得目標を下回る
農業者への就農相談を強化する。

新規就農者数 36人／年 　39人／年 　51人／年 　41人／年 　30人／年

津市まち・ひと・しごと創生総合戦略進行管理表（平成２９年度末時点）

基本目標②　産業振興、企業立地等による安定した雇用の創出・拡大

最新の家庭用再生可能エネルギー
設備の展示を実施する事で更なる
導入促進を図っていく。

つ・環境フェスタにおいて、再生可
能エネルギー設備や燃料電池自動車
等を展示するなど、企業や市民の環
境意識の高揚に努めた。

環境政策課環境部
エ　環境意識の高揚と再生可能エ
ネルギー等の導入促進

⑴　産業振興の推進

具体的な施策



部（局） 課
具体的な事業の実施状況
（平成27～29年度）

課題・今後の方針
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具体的な施策

⑴　産業振興の推進 キ　農地集積・集約化の促進 農林水産部 農林水産政策課

農用地集積・集約化促進事業奨励金
制度を創設し、農地中間管理事業に
おける農地の担い手に、中山間地域
は10aあたり2万円、中山間地域以
外は10aあたり1万円の支給を行
い、農地の集積・集約化を促進し
た。
・平成27年度実績　12件　
11,409,000円
・平成28年度実績　25件　　
6,738,500円
・平成29年度実績　71件
5,070,000円

引き続き、農地中間管理事業等に
よる担い手への農地の集積・集約
化を促進し、経営規模の拡大によ
る農業所得の向上等農業経営基盤
の強化を図り、新規就農者の確保
等雇用拡大につなげるとともに、
農地の有効利用を促進し、耕作放
棄地の発生抑制による農村環境の
維持・増進を図る。

農地集積率
31.5％

（Ｈ25年度）
　40.0％ 35.3％ 37.0％ 38.60%

農林水産部
ク　地域農産物、水産物、木材を
活かした新商品の開発、６次産業
化の促進

⑴　産業振興の推進 -

木材利用促進ネットワー
ク事業による木製品の販
売額（計画期間中の累
計）

【農林水産政策課】
6次産業化に向けた取組みや、農林
水産業者の所得向上、新たな販路
獲得に向けた取組への支援を強化
していく。
【林業振興室】
平成28年度からは事業が軌道に乗
り、想定していた売上以上の実績
となったことから継続して取り組
んでいく。
【水産振興室】
今後、老朽化が進んでいる漁港施
設については、施設の長寿命化を
図るため、漁港施設機能保全計画
に基づき、計画的な施設の維持管
理を行い、漁業活動への影響が最
小限となるよう整備を進める。

【農林水産政策課】
農林水産業者自らの創意工夫による
新たなニーズの創出・ビジネス化に
向けた多様な取組に対し支援を行っ
た。
①苺を利用した新規商品開発（Ｈ
27）66千円
②美里在来大豆を利用した新規商品
開発（H27～29）976千円
③小女子を利用したせんべいの開発
（H27，29）451千円
④キュウリを活用した新規商品の開
発（H28，29）800千円
⑤ヨモギを活用した新規商品開発
（H28，29）674千円
⑥茶の海外販売に向けた開発
（H29）500千円
⑦米を活用した新商品の開発
（H29）450千円
【林業振興室】
木材利用促進ネットワークが、ホー
ムページ制作やPRイベント、新製
品開発を行って、木製品の販売事業
を開始した。
【水産振興室】
水産生産基盤の整備として、香良洲
漁港北防波堤延伸工事を実施した。
・平成27年度　Ｌ＝70ｍ
・平成28年度　Ｌ＝10ｍ
・平成29年度　Ｌ＝30ｍ

農林水産政策課
林業振興室
水産振興室

累計5,562千円
(平成29年度：2,415千円)

累計3,147千円
(平成28年度：3,147千円)

0千円7,000千円
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58.5%
（H29取組面積

3,366ha
2015農林業
センサスより

経営耕地面積5,755ha）

57.4%
（H28取組面積

3,303ha
2015農林業
センサスより

経営耕地面積5,755ha）

56.1%
（H27取組面積

3,230ha
2015農林業
センサスより

経営耕地面積5,755ha）
※経営耕地面積を最新の数値

に補正

　60.0％52.6％
（Ｈ27年度）

経営耕地面積に占める農
地維持支払制度取組面積
割合

⑴　産業振興の推進
ケ　農業・農村の多面的機能の維
持・発揮等による農山漁村の活性
化

農林水産部
農林水産政策課
農業基盤整備課

【農林水産政策課】
平成29年度より、国及び県の多面
的機能支払交付金の予算不足が見
込まれることから、引き続き充分
な予算の確保に努めるとともに、
目標を達成するため、新たな活動
組織設立に向けた普及・啓発を進
める。
地域資源活用総合交流促進施設と
他の観光資源や多面的機能支払組
織等との連携を推進し、交流人口
の増加、地域活性化を図る。
獣害対策については、引き続き３
本柱としている「個体数の調整」
「防護柵設置の推進」「地域ぐる
みの取組」を中心に事業を進め
る。
【農業基盤整備課】
田んぼダムの効果検証として、現
地観測による流出量抑制の評価を
行った結果、ピーク時の流出量を
抑制していることが確認できたこ
とから今後も引き続き取組を拡
大、継続していく。
また、安定的な用水給水及び農家
の水管理の省力化を図るため、引
き続き老朽化した農業基盤施設の
改修を進めていく。

【農林水産政策課】
・農業・農村の多面的機能の維持等
に取り組む新規組織が3年間で28
組織設立され、合計で105組織と
なり、農地維持支払制度取組面積の
増加につながった。
 平成27年度：設立20組、解散5組
 平成28年度：設立6組
 平成29年度：設立7組、解散2組
・農山漁村の活性化に関する計画に
基づき地域資源活用総合交流促進施
設を整備し、交流人口の増加を推進
した。
・獣害対策として、猟友会の協力の
もと、シカ、イノシシ、サルの捕獲
をしたほか、農作物被害防止のため
の、獣害防止柵を設置した。
・地域獣害対策協議会が3年間で新
たに10組組織され、合計27組織と
なり、地域ぐるみでの取組が強化さ
れた。
 平成27年度：設立3組
 平成28年度：設立6組
 平成29年度：設立1組
・「獣害から農地を守るプロジェク
ト」を始動し、平成28年4月に獣
害防止柵補助金の要件緩和と小規模
農地対象を新設し、獣に精通した狩
猟免許を有する猟師１名を臨時職員
とし、更に獣害対策専属職員6名、
合計７名で「津市獣害対策相談チー
ム」を設置した。
・平成29年度では、市街地に出没
する危険性の高いサルの群れの一斉
捕獲を実施し、84頭の捕獲を行う
とともに、防護柵が設置できない道
路部分の侵入を防ぐ獣害対策専用グ
レーチング美里地域に設置し、シ
カ、イノシシの侵入防止効果の検証
を開始した。また、小型捕獲檻を
40基追加購入し、小動物対策の強
化を図った。
【農業基盤整備課】
・地域の洪水被害を軽減させるた
め、平成29年度は7組織の地区内
の水田を対象に大雨時の雨水を水田
に一時貯留し、ゆっくり排水する取
組を実施するとともに、田んぼダム
の効果検証を三重大学と共同で実施
した。
・農地の利用集積を進め、生産性の
向上のための農業基盤施設の改修・
整備や、維持管理の省力化のための
水路改修、ため池改修を実施した。
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⑵　企業立地の促進
ア　中勢北部サイエンスシティ等
の工業団地への企業誘致の推進

商工観光部 企業誘致課
津市企業立地促進条例に基づく奨励
金等を活用し、企業誘致を推進し
た。

引き続きサイエンスシティへの企
業誘致を推進するとともに、サイ
エンスシティ以外の工業用地が不
足していることから、今後の企業
誘致の在り方について検討する。
国内の設備投資意欲のある企業の
調査・情報収集を行い、対象企業
に対してサイエンスシティの強み
の情報発信を積極的に行ってい
く。
サイエンスシティに事務所を移
し、津市土地開発公社と連携し、
積極的に誘致活動を進めていく。

中勢北部サイエンスシ
ティへの企業誘致（計画
期間中の累計）

-
未分譲用地20ha
の分譲又は賃貸

約3.9haの分譲
（誘致企業数3社）

累計5.3haの分譲
（平成28年度：

誘致企業数2社、約1.4ha）

累計11.6haの
分譲・賃貸
（平成29年度：

誘致企業数9社、約6.3ha）

⑵　企業立地の促進
イ　多様な業種の集積と魅力ある
雇用環境の創出を目指した企業立
地の展開

商工観光部 企業誘致課

多様な業種の企業へ積極的な誘致活
動を行い、平成29年度末までに対
象業種の5社を誘致した。
＜内訳＞
食料品 1社
金属製品 1社
生産用機械器具 1社
電子部品･デバイス･電子回路 1社
輸送用機械器具 1社

引き続き多様な業種を対象に誘致
活動を行う。

津地域産業活性化基本計
画や津市企業立地促進条
例、及びアジア№１航空
宇宙産業クラスター形成
特区で集積を目指してい
る業種（食料品、プラス
チック製品、窯業・土石
製品、金属製品、はん用
機械器具、生産用機械器
具、業務用機械器具、電
子部品・デバイス・電子
回路、電気機械器具、情
報通信機器、輸送用機械
器具の各製造業、航空宇
宙産業）に係る企業や外
資系企業の立地件数（計
画期間中の累計）

-
該当業種・企業か
ら５社の企業立地

1社 累計1社
（平成28年度：0社）

累計5社
（平成29年度：4社）
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⑴　定住の促進
ア　市内在学の高校生・大学生等
の市内企業への就職の促進

商工観光部 商業振興労政課

津市への定住促進や商業振興、経済
の活性化を目的として、ふるさと就
職新生活応援奨励金制度を創設し、
市外在住の人が市内の企業等へ就職
し津市内に転入した場合に、５万円
の奨励金を交付した。

市内企業への就職の促進に向け、
市内企業や首都圏・近畿圏・中京
圏の大学、合同企業説明会におい
て奨励金制度の周知活動を行い、
インターネットも活用するなどＰ
Ｒに努めたことにより、平成２７
年度から段階的に申請件数が増加
し、一定の成果が表れたため、平
成３０年度も同様に制度のＰＲを
行い、奨励金を通して市内企業へ
の就職と市内への定住を促進す
る。

ふるさと就職新生活応援
奨励金受給者数（計画期
間中の累計）

- 150人 　26人
（合計交付額1,300千円）

累計66人
（平成28年度：40人
総交付額2,000千円）

累計119人
（平成29年度：53人
総交付額2,650千円

シルバー人材センター登
録会員数

1,020人 1,300人 1,034人 1,042人 1,050人

シルバー人材センター契
約件数

10,167件 　10,300件 9,694件 9,554件 9,578件

⑴　定住の促進
ウ　コンパクトで快適な賑わいの
あるまちづくりの推進

都市計画部 都市政策課

平成３０年度から運用を開始する津
市都市マスタープラン（新都市マス
タープラン）策定にかかる課題分析
を行ったのち、全体構想及び地域別
構想からなる津市都市マスタープラ
ン（案）を作成し、都市計画審議会
に諮り、平成30年3月31日に策
定・公表した。

平成３０年度から新しい都市マス
タープランの運用を開始し、多極
ネットワーク型コンパクトシティ
の構築を目指し、当該計画に基づ
くまちづくりを進めていく。

新都市マスタープランに
よる事業の推進 -

平成28年度
新都市マスタープ
ランにおける全体
構想の策定
平成29年度
新都市マスタープ
ランにおける地域
別構想の策定
平成30年度
新都市マスタープ
ランの運用開始

都市マスタープラ
ン作成のため、土
地利用の状況や、
施設の集積具合、
人口分布など課題
分析を行った。

都市マスタープラ
ン全体構想案を作
成。

平成30年3月31
日に、都市マス
タープランを策
定・公表。

⑴　定住の促進 エ　公共交通の充実 都市計画部 交通政策課

津市コミュニティバスの利便性向上
のため、地域住民の意見を踏まえた
運行変更やダイヤ改正を行ったほ
か、新たな乗合タクシーの運行、公
共交通の「見える化」の推進、Ｗｅ
ｂを活用したモビリティマネジメン
トシステムの作成や各種イベント等
でのＰＲによる公共交通の利用促進
に努めた。また、バス利用者が減少
している状況を踏まえ、健康福祉部
と連携し、ＩＣ乗車券「シルバーエ
ミカ」の交付による高齢者外出支援
事業を通じたバス利用の促進に取り
組んだ。

地域公共交通の維持・確保を図る
ため、継続した利用促進の取組が
必要となる。平成３１年度に津市
地域公共交通網形成計画が終了す
ることから、津市地域公共交通活
性化協議会において、同計画の目
標達成度を評価を評価し、新たな
計画の策定に取り組む。

公共交通全体の利用者数
（鉄道の利用者数のみ推
計値）

　20,968,178
人

21,682,600人

22,070,545人

鉄道　17,583,573人
バス　4,225,114人

海上アクセス　261,858人

21,901,691人

鉄道　17,738,042人
バス　3,886,059人

海上アクセス　277,590人

21,748,774人

鉄道　17,813,691人
（推計値）

バス　3,646,129人
海上アクセス　288,954人

【高齢福祉課】
「就業機会開拓戦略」及び「会員
拡大戦略」に継続して取り組み、
会員のスキルアップや職種拡大の
ための研修を行うとともに、各種
広告やメディア等を活用して普
及・啓発活動を進め、地域のニー
ズに応じた事業の展開と新たな会
員の獲得に努める。
【障がい福祉課】
就労移行支援、就労継続支援の適
切な支給及び津地域障がい者就
業・生活支援センター利用による
就労支援を継続する。

【高齢福祉課】
平成２７年度末にシルバー人材セン
ターにおける「就業機会開拓戦略」
及び「会員拡大戦略」を策定した。
また、平成２８年度、平成２９年度
には、会員への就業マニュアルの徹
底や講習会を実施するなど、会員へ
の支援を行った。
【障がい福祉課】
就労移行支援、就労継続支援を適切
に支給するとともに、津地域障がい
者就業・生活支援センターによる就
労支援を行った。

高齢福祉課
障がい福祉課

⑴　定住の促進 イ　高齢者や障がい者の就労支援 健康福祉部

津市まち・ひと・しごと創生総合戦略進行管理表（平成２９年度末時点）

基本目標③　定住・還流・移住などによる新たなひとの流れの創出

具体的な施策



部（局） 課
具体的な事業の実施状況
（平成27～29年度）

課題・今後の方針
重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

策定時 目標値 平成27年度実績 平成28年度実績
平成29年度実績
※見込みの場合は
（見込み）と記入

具体的な施策

津市道路整備計画による
路線（31路線）の整備

6路線完成 13路線完成 累計7路線完了
（平成27年度：1路線完了）

累計8路線完了
（平成28年度：1路線完了）

累計8路線完了
（平成29年度：0路線）

津市橋梁長寿命化修繕計
画策定のための橋梁（2
ｍ以上、全2,368橋）の
点検

49橋点検完了
2,368橋点検完

了

累計725橋
点検完了
（平成27年度

：676橋点検完了）

累計2,254橋
点検完了
（平成28年度

：1,529橋点検完了）

累計2,254橋点
検完了

（全橋梁点検完了）

津市橋梁長寿命化修繕計
画による橋梁（15ｍ以
上、全308橋）の修繕

１橋完了 　10橋完了 累計2橋完了
（平成27年度：1橋完了）

累計4橋完了
（平成28年度：2橋完了）

累計４橋完了
（平成29年度：0橋）

津市舗装維持管理計画に
よる道路舗装（全長
111.4㎞）の修繕

0.99㎞完了 　5.5㎞完了
累計2.85km完了

（平成27年度：
1.86m完了）

累計4.49km完了
（平成28年度：
1.64km完了）

累計5.54km完了
（平成29年度：
1.05km完了）

カ　住みたくなるような魅力ある
住環境の形成

⑴　定住の促進

【都市政策課】
景観計画における重点地
区の指定（計画期間中の
累計）

【都市政策課】
平成３０年度から新しい都市マス
タープランの運用を開始し、多極
ネットワーク型コンパクトシティ
の構築を目指し、当該計画に基づ
くまちづくりを進めていく。
また、津市景観計画において、景
観形成地区とされ、重点地区候補
地のうち奥津地区、三多気地区に
ついては、重点地区指定に係る地
元合意が整ったことから、平成３
１年４月の指定に向けた地元住民
と協議を行うとともに、手続きを
進める。
さらに、空家対策については、利
活用を促進するため、空き家情報
バンクの登録物件の掘り起こしを
目指し、空家所有者へ空き家の利
活用に関するダイレクトメールを
送付するなどの取組を進める。
【建築指導課】
今後、耐震性のない木造住宅のさ
らなる除却整備が必要とされるこ
とから補助金制度の継続及び啓発
活動に力を入れていく。

【都市政策課】
平成30年度から運用を開始する津
市都市マスタープランについては、
課題分析を行った後、全体構想及び
地域別構想からなる計画案を作成
し、都市計画審議会における審議を
経て、成30年3月31日に策定・公
表した。
また、津市景観計画では市内全域を
景観計画地域とし、地域の景観特性
を踏まえ、良好な景観の形成への誘
導を図っており、平成28年4月か
ら一身田寺内町地区を市内初の重点
地区に指定した。また、芸濃町椋本
地区では、地元住民による自主協定
ルールを作成することで合意がなさ
れ、平成30年4月からの運用開始
に向け前進できた。
さらに、空家対策としては、平成
29年3月に策定した「津市空家等
対策計画」に基づき取組を進め、同
年7月から津市空き家情報バンクの
対象地域を市内全域に拡大し、空き
店舗を対象物件に加えた。また、平
成30年1月から市ホームページに
おける津市空き家情報バンクページ
をリニューアルし、エリアや価格等
で検索できる機能を搭載した。
【建築指導課】
津市耐震改修促進計画に基づき、平
成３２年度末での住宅の耐震化率を
国が掲げる95％となるよう、国及
び県とともに取り組むなかで、平成
27年度からは、津市木造住宅除却
補助金制度を創設し、耐震性のない
木造住宅の除却の推進に努めた。
　平成27年度：28件
　平成28年度：68件
　平成29年度：69件

都市政策課
建築指導課

都市計画部 累計 1箇所
（平成29年度：0箇所）

累計 1箇所
（平成28年度：1箇所）

0箇所２箇所-

【建設整備課】
道路については、西千里千里ヶ丘
線、大角茅刈線整備が完了。残る5
路線（下部田垂水線、高茶屋小森町
久居線、江戸橋上浜町線、課御浜町
大谷町第1号線、上浜元町線）につ
いても早期整備に向け事業継続中。
橋梁については、市内の全橋梁
（2,254橋）の点検をすべて完了
し、当該点検結果に基づいて津市橋
梁長寿命化修繕計画（第2期）を策
定。
※ＫＰＩでは、橋梁台帳に基づき、
全橋梁2,368橋としていたが、平
成26年の国庫省令による橋梁点検
の義務化を受け、点検・現地調査を
行った結果、橋梁の統廃合等により
廃止されている橋梁が114橋あっ
たことから橋梁数は2,254橋。
下川原橋、鳥居高架橋、空池跨線橋
の修繕が完了。
道路舗装については、安東贄崎線、
塔世橋南郊線、白山芸濃線、元町孝
行井戸線の修繕を継続的に実施。
【地域連携課】
地域におけるインフラの適正な維持
管理を行うため、地域インフラ維
持・補修事業として平成27年度は
4,616件、平成28年度は5,280
件、平成29年度は5,632件の修繕
等を実施した。

建設整備課
地域連携課

建設部
市民部

オ　道路ネットワークの整備と適
正管理

⑴　定住の促進

【建設整備課】
国の交付金交付額の減少に伴い、
事業進捗に遅れが生じているが、
今後も引き続き、津市道路整備計
画、津市橋梁長寿命化修繕計画、
津市舗装維持管理計画に基づき事
業を推進する。
【地域連携課】
地域の声に即答・即応していくた
め、今後も地域インフラ維持・補
修事業を実施する。



部（局） 課
具体的な事業の実施状況
（平成27～29年度）

課題・今後の方針
重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

策定時 目標値 平成27年度実績 平成28年度実績
平成29年度実績
※見込みの場合は
（見込み）と記入

具体的な施策

⑵　還流の促進
ア　都市圏等の大学に進学した学
生の市内企業へのＵＩＪターン就
職の促進

商工観光部 商業振興労政課

津市への定住促進や商業振興、経済
活性化を目的として、ふるさと就職
活動応援奨励金制度を創設し、県外
に住む津市出身者が、市内の企業等
への就職活動を行った際の交通費に
ついて5万円を限度に奨励金として
交付した。

津市出身者の市内企業への就職活
動の促進に向け、市内企業や首都
圏・近畿圏・中京圏の大学、合同
企業説明会において奨励金制度の
周知活動を行い、インターネット
も活用するなどＰＲに努めたが、
申請件数は低調となっている。大
学の就職活動指導担当者、学生等
からは、Ｕターン就職に当たって
交通費負担が就職活動のネックと
なるものの、制度を知らなかっ
た、申請書類の作成や添付書類の
収集が困難であるなどの意見があ
り、平成30年度は更なるＰＲと合
わせ、申請時の負担軽減を実施
し、事業を継続する。

ふるさと就職活動応援奨
励金受給者数（計画期間
中の累計）

- 100人 　1人
（合計交付額26,380円）

　累計12人
（平成28年度：11人。
総交付額183,490円）

累計25人
（平成29年度：13人。
総交付額227,058円）

⑵　還流の促進
イ　市外就労者の市内企業への就
職の促進

商工観光部 商業振興労政課

市外に居住する職務経験者を採用し
た中小企業等を支援することによ
り、地域の消費喚起及び商業の振興
を図るため、職務経験者ＵＩＪター
ン促進奨励金制度を創設し、中小企
業等が職務経験者を6か月間常時雇
用し、かつ当該職務経験者が津市に
転入した場合に、企業等に対して1
人当たり15万円（限度額100万
円）を交付した。
制度創設初年度の平成27年度は、
認知度の低さから申請数が伸びず、
思うような成果が得られなかったも
のの、平成28年度、平成29年度
は、企業等への積極的な制度の周知
に努めた結果、一定の申請数を確保
することができた。
また、津商工会議所との連携のも
と、平成29年度より名古屋駅及び
京都駅発着の「市内企業魅力発見バ
スツアー」を開催し、県内外の大学
生41名の参加をいただいた。

平成29年度までの3年間で一定の
申請数を確保することができたこ
とに加え、企業側でも積極的に職
務経験者採用が行われるなど雇用
情勢に変化が生じていることか
ら、事業の目的である職務経験者
採用の促進に関し、効果が表れた
ため、当該事業については、平成
29年度をもって終了とし、今後
は、職務経験者に捉われず、市内
企業へ就職を希望する方への支援
に重点的に取り組む。

職務経験者ＵＩＪターン
促進奨励金に係り新たに
雇用される職務経験者数
（計画期間中の累計）

- 50人 　2人
（総交付額400千円）

累計16人
（平成28年度：14人。
総交付額2,800千円）

累計28人
（平成29年度：12人。
総交付額１,８00千円）

⑵　還流の促進
ウ　三重短期大学への入学と卒業
生の市内企業への就職の促進

三重短期大学 学生部

津市内の高校との連携拡大及び市内
在住高校生へのPRを充実させた。
地域定着に魅力を感じてもらう方策
として、津市内企業にインターン
シップや会社説明会等を通じて情報
発信していただくよう協力を求め
た。

少子高齢化が一層進む中で、入学
者確保に向け、施設及び環境整備
と併せ、大学に求められる社会
ニーズを的確に捉えたカリキュラ
ムの編成等を検討しながら、オー
プンキャンパス、受験相談会及び
高等学校訪問など、PRの充実を
図っていく。市内就職率が対前年
度比微増にとどまった要因は、県
内（市外）就職率増に伴うものと
分析しており、市内就職率向上の
ために、津市内の企業や団体等と
連携して、インターンシップや会
社説明会等への参加機会を学生に
提供し、市内企業の魅力を発信す
るとともに、津市を題材にして地
方行財政の理解を深める講義であ
る「自治体行政特論」において、
豊かな自然環境や地域資源を生か
した住みやすい津市をPRすること
により、学生が津市に愛着を持
ち、学び、働き、暮らしていく定
住の促進を図る。

三重短期大学における就
職希望者の市内就職率の
向上

23％ 30％ 28％ 19％ 20%



部（局） 課
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（ＫＰＩ）
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具体的な施策

⑶　移住の促進
ア　様々な移住ニーズに対応でき
る移住相談体制の充実

政策財務部
（美杉総合支
所）
都市計画部

（政策課）
地域振興課
（都市政策課）

平成27年度は三重県が主催した移
住相談会2か所（東京・大阪）に出
展するとともに、大阪で開催された
ふるさと回帰フェアに出展した。
平成28年度も三重県主催の移住相
談会（大阪・東京）、ふるさと回帰
フェア（大阪）に出展し、加えて道
の駅美杉にて休日相談窓口を6月、
7月、9月に計6回実施した。
平成29年度においても三重県主催
の移住相談会（大阪・東京）、ふる
さと回帰フェア（大阪）に出展し、
また、道の駅美杉にて休日相談窓口
を毎月第２・第４日曜日に計20回
実施した。

今後も都市部での移住相談会に出
展し、都市部からの人口交流の促
進を図っていく。また、平日に時
間が取れない田舎暮らし希望者に
対しては、道の駅美杉での休日相
談窓口を引き続き実施し、対応し
ていく。

移住相談件数 7組10人 30組60人 17組25人
25組39人
（うち休日相談窓口

14組21人）

47組79人

＜内訳＞
美杉総合支所

42組73人
（うち休日相談窓口

35組63人）

都市政策課
５組６人

⑶　移住の促進
イ　プロモーションビデオ、パン
フレット等による移住促進に向け
た情報発信・PR

政策財務部 広報課

平成27年度にプロモーションビデ
オ（本編１本・テーマ別７本、各日
本語版・英語版）とPRチラシ、PR
グッズを制作した。プロモーション
ビデオについては、平成28年7月
13日より市ホームページにて公開
するとともに、首都圏でのイベント
等、様々な機会にこれらを活用して
情報発信を行った。

津市の認知度をより高めていくた
め、さらなるシティプロモーショ
ンの取り組みが必要となる。今後
も市が関連するイベントに限ら
ず、様々な機会を捉え、プロモー
ションビデオやPRチラシ、PRグッ
ズを活用しながら、津市の多くの
魅力や住みやすさなどを、より広
く情報発信していく。

ホームページにおけるプ
ロモーションビデオ再生
回数（作成後における計
画期間中の累計）

- 20,000回
Ｈ28.7.13公開の
ため実績なし

251,086回

累計265,403回
（平成29年度：14,317回）

※出演契約期間満了に伴い。
プロモーションビデオ本編
は、平成29年7月12日で

公開停止

⑶　移住の促進
ウ　家庭菜園などの余暇の楽しみ
方を絡めた“いなか暮らし体験”
の利用促進

美杉総合支所 地域振興課

美杉町太郎生にある「たろっと三国
屋」を拠点とし、豊かな自然と歴史
資源、地域・民間活力を活用して都
市住民に田舎暮らし（宿泊・農作業
体験・自然散策・木工体験・セラ
ピーロード体験等）を体験させる
「美杉の魅力発見塾」を実施した。
参加者の希望に応じた体験内容と
し、体験内容に係る指導や説明等を
行った。

引き続き田舎暮らし体験を実施
し、体験をした方々が、今後、美
杉地域で移住や二地域居住しても
らえるように繋げていく。

美杉の魅力発見塾利用者
数
（年間）

100人 130人 100人 100人 101人

⑶　移住の促進
エ　空き家情報バンクへの登録と
住宅情報の提供の充実

都市計画部
美杉総合支所

都市政策課
地域振興課

【都市政策課】
平成27年度に行った空家外観調査
や空家所有者へのアンケート調査の
結果と今後の施策の展開について平
成２９年３月に「津市空家等対策計
画」を策定した。この計画に基づ
き、平成29年7月から津市空き家
情報バンクの対象地域を市内全域に
拡大し、空き店舗を対象物件に加え
た。また、平成30年1月から市
ホームページにおける津市空き家情
報バンクページをリニューアルしエ
リアや価格等で検索できる機能を搭
載した。
【地域振興課】
津市ホームページ、facebook、三
重県ポータルサイト等で空き家情報
バンクの情報を広く発信した。ま
た、告知ポスターを掲示するととも
に、固定資産税納付通知に空き家情
報バンクのお知らせ欄を設けるなど
周知に努めた。
さらに、都市部（東京・大阪）で開
催された移住相談会に出展し、移住
希望者に対し情報を提供するととも
に、空き家見学会等イベントを実施
し、登録物件の紹介をした。加えて
道の駅美杉で休日相談窓口を実施
し、空き家情報バンク制度の説明を
行い、利用登録に繋げた。

【都市政策課】
空き家の利活用を促進するため、
空き家情報バンクの登録物件の掘
り起こしを目指し、空家所有者へ
空き家の利活用に関するダイレク
トメールを送付するなどの取組を
進める。
【地域振興課】
今後も継続して様々な媒体を利用
して情報発信を行っていく。ま
た、相談会やイベントを通じて情
報提供に努める。さらに空き家所
有者にダイレクトメールで空き家
情報バンク制度を周知すること
で、空き家物件登録の促進を図っ
ていく。

空き家情報バンクにおけ
る媒介成立件数

3件 5件
7件

（美杉地域）
8件

（美杉地域）

６件
【内訳】　
　一志地域　１件
　白山地域　１件
　美杉地域　４件



部（局） 課
具体的な事業の実施状況
（平成27～29年度）

課題・今後の方針
重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

策定時 目標値 平成27年度実績 平成28年度実績
平成29年度実績
※見込みの場合は
（見込み）と記入

具体的な施策

⑶　移住の促進
オ　ライフステージの節目などに
求められる住宅取得等に係る支援
の充実

都市計画部 都市政策課

平成28年7月に三重県居住支援連
絡会に加入し、当該連絡会主催の居
住支援フォーラムを津市で開催し
た。
また平成29年7月から津市空き家
情報バンクの対象地域を市内全域に
拡大し、空き店舗を対象物件に加え
た。さらに、平成30年1月から市
ホームページにおける津市空き家情
報バンクページをリニューアルしエ
リアや価格等で検索できる機能を搭
載した。

平成30年度には三重県居住支援連
絡会と連携し、津市において住宅
相談会を開催する予定。
また、空き家の利活用を促進する
ため、空き家情報バンクの登録物
件の掘り起こしを目指し、空家所
有者へ空き家の利活用に関するダ
イレクトメールを送付するなどの
取組を進める。

住宅施策に係るホーム
ページの閲覧件数

2,657件 　3,700件 2,827件
21,179件

（うち、津市空き家情報
バンクページ閲覧数

：19,441件）

26,787件
（うち、津市空き家情報

バンクページ閲覧数
：25,179件）

⑷　人々が行き交う
津づくり

ア　外国人も含めた観光客増加に
向けた取組の促進

商工観光部 観光振興課

御殿場海岸のさらなる利便性の向上
と環境保護等を目的に、海岸部への
公衆トイレ設置に向けて、下水道管
の整備を行うなど、観光基盤の整備
に取り組んだ。
また、国宝指定された高田本山専修
寺御影堂・如来堂のシティプロモー
ション事業や続日本１００名城に選
定された津城のＰＲ活動を展開する
とともに、津まつりや津花火大会な
ど本市を代表するイベント等をはじ
め、津市観光協会やボランティアガ
イドネットワーク協議会など観光関
連団体等が行う観光の振興及び地域
の活性化につながる取組等に対し支
援を行った。
また、外国人観光客に対する取組と
して、本市の多彩な観光資源の情報
を提供するため、津市観光協会ホー
ムページ英語版サイトの本格運用を
開始するとともに、インバウンド宿
泊者用の観光バスに対する駐車場の
貸出やイベントを通じた海外との観
光交流等を行った。

多様化する観光ニーズに対応でき
るよう、受入環境のさらなる整
備・充実に取り組む。
外国人を含む本市への観光客誘客
に向けた取組については、行政だ
けではなく、関連団体や民間事業
者が持つアイデアや施設の活用な
ど、それぞれの強みを活かしなが
ら、「ひと・もの」両面からおも
てなし環境の充実を図る。

観光ボランティア案内人
数

18,488人 20,000人 19,138人 20,236人 21,277人

⑷　人々が行き交う
津づくり

イ　ＭＩＣＥの誘致活動の促進
商工観光部
政策財務部

観光振興課
広報課

コンベンションの開催状況を情報収
集し、庁内での共有を図った。ま
た、津市及び観光協会のＨＰで市内
のコンベンション施設を紹介すると
ともに、市勢要覧等でもＰＲを行っ
た。

各担当部署と連携したシティプロ
モーションを展開し、コンベン
ション誘致を推進する。

会議、研修会、イベント
等の開催数（計画期間中
の累計）

- 10回 2回 累計８回
（平成28年度：6回）

累計12回
（平成29年度：４回）

全国規模のスポーツ大会
等の誘致（計画期間中の
平均）

- 3大会／年 4大会
平均4.5大会
（平成28年度誘致数：

5大会 決定）

平均３大会
（平成29年度誘致数：0大会
平成29年度開催数：7大会）

スポーツ合宿の誘致（計
画期間中の平均）

- 50団体／年 0団体／年 0団体／年 0団体／年

スポーツイベント開催に
よる集客人数（計画期間
中の平均）

-
延べ10,000人

／年
供用開始前につ
き、実績なし

供用開始前につ
き、実績なし

利用者数
188,189人

（平成29年10月1日～
平成30年3月31日）

⑷　人々が行き交う
津づくり

施設の予約状況等を踏まえ、指定
管理者と連携しながら、スポーツ
大会や、集客が見込めるプロス
ポーツのイベント開催について検
討を進める。また、指定管理者と
連携しながら、利用者のニーズに
あったスポーツ教室などの開催を
推進する。
スポーツ合宿については、市内、
県内チームの合同練習は見受けら
れるが、今後は、市内滞在を伴う
県外からの合宿誘致に注力してい
く。

中央競技団体等を訪問し、全国規模
のスポーツ大会等の誘致活動に取り
組むとともに、関係団体（津市旅館
料理業組合、津市観光協会）との協
議を実施した。

スポーツ振興課
スポーツ文化
振興部

ウ　津市産業・スポーツセンター
などの施設を活かしたスポーツ交
流の促進



部（局） 課
具体的な事業の実施状況
（平成27～29年度）

課題・今後の方針
重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

策定時 目標値 平成27年度実績 平成28年度実績
平成29年度実績
※見込みの場合は
（見込み）と記入

具体的な施策

⑷　人々が行き交う
津づくり

エ　競艇事業の活性化
ボートレース
事業部

経営管理課

市民活動団体と協働したイベントや
ボートレース津提供番組の公開収録
など多彩なイベント実施やグレード
レース、出場選手に特色のある企画
レース、地元企業とタイアップした
企業協賛レースの開催など、ファン
の来場促進に取り組み、対岸大型映
像装置の増設、プレミアム指定席の
設置などの施設改修を実施し、ファ
ンサービスの向上に努めた。

舟券の購入形態の変化に伴い、電
話投票等による売上が伸びるてい
るものの、年々本場入場者数は減
少している状況があるため、引き
続き、グレードレースの誘致に努
めるとともに、ファンサービスの
向上、新規ファンの獲得に取り組
む。
（年間舟券発売金）
平成27年度：約255億7,300万円
平成28年度：約321億7,700万円
平成29年度：約310億4,400万円

本場入場者数
（計画期間中の累計）

1,430,000人
（過去の状況から予想
される今後５年間の来

場者数）

1,500,000 325,610人
累計626,146人
（平成28年度：300,536

人）

累計901,726人
（平成29年度：275,580

人）

⑷　人々が行き交う
津づくり

オ　商店街の賑わいの創出 商工観光部 商業振興労政課

商店街における空き店舗を解消する
ため、商業振興事業補助金（商店街
等活性化推進事業）により、新たな
店舗の出店に係る経費（改装費及び
賃借料）を補助した。

引き続き本補助事業を実施し、商
店街等へ新たな店舗を誘致するこ
とで空き店舗を解消し、商店街内
の連担性を高めることで、市民の
利便性の向上と商店街の賑わい創
出を図る。

商店街における新規店舗
開店数（計画期間中の累
計）

- 10店舗 3店舗 累計8店舗
（平成28年度：5店舗）

累計10店舗
（平成29年度：2店舗）

⑷　人々が行き交う
津づくり

カ　地域特性を踏まえた観光資源
の活用促進

商工観光部 観光振興課

高田本山専修寺御影堂・如来堂の国
宝指定や津城・多気北畠氏城館の続
日本１００名城選定、サオリーナの
オープンなど、インパクトのある話
題を来訪のきっかけにしていただけ
るよう、当該観光資源等を起点とし
た周遊コースを新たに４コース設定
した。
また、観光協定を締結するＪＡＦと
の連携により、同社が有する観光情
報サイト等において津市の日帰りド
ライブコースとして全２０コースを
紹介するなど、全国のドライバーに
向けた情報発信を行った。

歴史・文化、自然、温泉などの観
光資源を有機的につないだ観光
コースや体験型観光など、それぞ
れの観光資源の活用とさらなる魅
力の創出を図る。

新たな観光周遊コースの
発掘（計画期間中の累
計）

- 10コース 0コース 累計8コース
（平成28年度：8コース）

累計12コース
（平成29年度：4コース）



部（局） 課
具体的な事業の実施状況
（平成27～29年度）

課題・今後の方針
重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

策定時 目標値 平成27年度実績 平成28年度実績
平成29年度実績
※見込みの場合は
（見込み）と記入

⑴　地域福祉の充実
ア　医療・福祉・介護の連携によ
る地域包括ケアシステムの確立

健康福祉部
地域包括ケア推
進室

各地域包括支援センターが主催して
地域包括ケア会議を開催し、医療・
福祉・介護の連携を深めた。
平成27年度に地域包括支援セン
ターの担当エリアの見直しを行い、
直営で行ってきた地域包括支援セン
ターを民間に委託した。

目標値である地域ケア会議の開催
数120回/年を達成したことから、
多職種関係者によるさらなる連携
強化と地域包括ケアシステムの確
立に向け、今後は、自立支援を中
心とした地域ケア会議の実施に努
めていく。

地域ケア会議の開催数 91回／年 120回／年 66回／年 88回／年 120回／年

定期巡回・随時対応型訪
問介護看護の整備数（計
画期間中の累計）

- 3事業所 0事業所 累計0事業所
（平成28年度：0事業所）

累計0事業所
（平成29年度：0事業所）

小規模多機能型居宅介護
の整備数（計画期間中の
累計）

- 5事業所 1事業所 累計2事業所
（平成28年度：1事業所）

累計2事業所
（平成29年度：0事業所）

⑴　地域福祉の充実 ウ　無医地区の解消 健康福祉部 地域医療推進室

平成27年5月13日から伊勢地地区
（無医地区）への試行的な巡回診療
を実施するとともに、美杉地域医療
在り方検討会を開催した。（平成
27年9月30日まで）また、平成
28年度に津市家庭医療クリニック
の開業に向けた準備を進め、平成
29年4月3日から診療を開始した。

三重県等関係機関と協議のうえ、
津市家庭医療クリニックから巡回
診療を実施するなど１地区ある無
医地区の解消に向け、取組を進め
る。

無医地区の数
2地区

（厚生労働省平成26
年10月調査）

0地区 1地区 1地区 1地区

⑵　安全で安心して
暮らせる地域づくり

ア　地域コミュニティの充実
市民部
教育委員会

市民交流課
生涯学習課

市民のコミュニティの場として利用
いただけるよう適切な施設運営に努
め、必要に応じて整備・修繕等を実
施しており、利用者数も増加傾向に
ある。

・平成３０年３月
　豊が丘おおぞら会館供用開始

施設の不足や老朽化等の地域事情
に応じて、（仮称）津南防災コ
ミュニティセンター、一身田公民
館、（仮称）新町会館などの新
設・建替えや、既存施設の修繕等
を行うことでさらなる充実を図
り、利用者の増加につなげる。

会館・市民センター・集
会所・公民館等の利用人
数（１施設当たりの平
均）

6,260人 6,900人 6,534人 6,549人 6,761人

⑵　安全で安心して
暮らせる地域づくり

イ　安心で安定した給水の確保 水道局 工務課

老朽化した水道施設を耐震性の高い
ものに更新し、水道の安定供給及び
地震時のライフラインの確保のた
め、基幹管路（φ500mm～φ
900mm）、延長約7.1kmの整備
を行った。

水道管の布設替については、現水
道用地内への埋設を行うにあた
り、他の占有物件があり、スペー
スの確保が困難な箇所があるた
め、占有者との調整を行い、耐震
適合管の整備を進める。

重要施設に接続する耐震
適合性のある管路延長

14.4ｋｍ 　29.5ｋｍ 累計16.5km
(平成27年度：2.1km)

累計18.8km
(平成28年度：2.3km)

累計21.5km
(平成29年度：2.7km)

津市まち・ひと・しごと創生総合戦略進行管理表（平成２９年度末時点）

地域密着型サービスのうち、定期
巡回・随時対応型訪問介護看護及
び小規模多機能型居宅介護につい
ては、介護保険事業計画に基づき
公募による未整備地域への整備を
進めているが、平成２９年度末で
目標値を下回っており、当該サー
ビスにおける採算性の問題や、公
募を行う地域と事業者の希望する
地域とのずれ等があると考えられ
る。平成３０年度以降は、「第８
次高齢者計画・第７期介護保険事
業計画」（計画期間平成３０年度
～平成３２年度）に基づき、事業
者に向けての周知や情報提供をよ
り一層行い、事業者の募集に努め
ていく。

基本目標④　人と人が繋がった暮らしやすい地域づくり

具体的な施策

⑴　地域福祉の充実 イ　地域密着型サービスの充実 健康福祉部

広報津やホームページを通じて、地
域密着型サービス（定期巡回・随時
対応型訪問介護看護及び小規模多機
能型居宅介護）を行う事業者の募集
を行うとともに、三重県の地域医療
介護総合確保基金事業を活用し、施
設整備を行った事業所に、要した費
用に対する補助金の交付を行った。

介護保険課



部（局） 課
具体的な事業の実施状況
（平成27～29年度）

課題・今後の方針
重要業績評価指標
（ＫＰＩ）
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※見込みの場合は
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具体的な施策
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ウ　生活排水処理対策と治水対策
の総合的な推進

下水道局 下水道建設課

平成２７～２９年度で103.4haの
公共下水道の整備を行うとともに、
下水道施設の維持管理を行い、３年
間で917.2ｍの管更生を実施し
た。下水道の水洗化率は、平成27
年度87.33％、平成28年度
87.56％、平成29年度末には
88.73%へ増。
また、雨水対策として雨水管渠（ L
＝1,801.5ｍ）、雨水ポンプ設備１
基を整備した。
平成２７年度から市営浄化槽整備事
業を行い、４１７基（新築１１２
基、転換３０５基）の設置を実施
し、生活環境の保全、公衆衛生の向
上及び公共用水域等の水質の保全を
図っている。

本市の下水道処理人口普及率が、
約46.7％と未だ低いため、「津市
下水道事業基本計画」に基づき、
経済性、効率性を考慮した積極的
な下水道整備を展開する。また、
下水道設備の維持管理について
も、「下水道長寿命化計画」及び
「下水道総合地震対策計画」に基
づき、国の有効な財源を活用しな
がら、管路施設の予防保全的な維
持修繕を進める。
さらに、水洗化率の向上を図るた
め、水洗便所改造費助成金制度、
下水道普及向上預金補助金制度、
水洗便所改造資金融資斡旋（利子
補給）制度の各制度を有効活用す
ることにより、各家庭等の公共下
水道への接続の促進に努め、供用
開始地域の未接続世帯への指導、
啓発活動を強化する。
そして、近年の局地化・集中化す
る降雨により多発する浸水被害に
対しては、効率的な浸水被害の軽
減を図るため、「雨水管理総合計
画」を策定し、優先度の高い地区
を中心に集中的に浸水対策を進め
ていく。

汚水処理施設整備人口 231,614人 237,560人 233,133人 234,496人 235,756人

１日１人当たりのごみ排
出量

1,041ｇ 900ｇ以下 1,040ｇ 1,032ｇ
1,007ｇ
（見込み）

ごみのリサイクル率 22.4％ 45%以上 23.1％ 23.3%
22.3％

（見込み）

⑵　安全で安心して
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収集ごみ量は順調に削減が進んで
いるものの（平成19年度から
7.0％削減する目標に対して平成
29年度実績は17.7％削減。「一
般廃棄物処理基本計画」）、事業
系ごみがその多くを占める直接搬
入ごみ量の削減が進んでおらず
（平成19年度から55.0%削減する
目標に対して平成29年度実績は
11.7%の削減に留まる。「一般廃
棄物処理基本計画」）、このこと
が１日１人当たりのごみ排出量の
数値に大きく影響しているものと
考えられることから、事業系ごみ
の削減に向け、今後も継続した事
業者への指導・啓発に努める。
また、リサイクル率については、
近年電子媒体の普及により、新聞
紙や雑誌の発行（刊）部数が減っ
ていることに伴い、排出される新
聞紙、雑誌類等の資源ごみの量が
減っていることや、新聞販売店に
よる新聞紙の回収、スーパー等の
店頭での資源ごみの回収など、民
間事業所による資源ごみの回収が
実施されていることなど、社会情
勢の変化が大きく影響している。
また、加えて、燃やせるごみの中
に紙ごみ等の再資源化可能なごみ
が含まれていることも要因として
考えられる。市民の一人ひとりが
「紙ごみ等の再資源化可能なごみ
を資源ごみとして分別して排出す
る」ことや「食べ残しをしないよ
う心がける」こと、「生ごみの水
切りを徹底する」ことなど、ごみ
の減量・資源化に向け、今後はよ
り一層の啓発事業に注力する。

ごみダイエット塾での市民の方々へ
のごみ分別、減量に関する啓発や、
小学校でのくるりんフード等の環境
学習、また広報等でのごみ分別やご
み減量に関する啓発を行った。

環境政策課環境部
エ　自然環境の保全と循環社会の
形成



部（局） 課
具体的な事業の実施状況
（平成27～29年度）

課題・今後の方針
重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

策定時 目標値 平成27年度実績 平成28年度実績
平成29年度実績
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カ　消防団の充実強化 消防本部 消防団統括室

様々な機会を捉えて消防団員加入促
進に係るＰＲに取り組み、市職員の
階層別研修においても加入の奨励を
行った。また、平成２８年１２月か
ら学生認証制度を創設し、学生に対
し働きかけを実施した。
加えて、平成２８年３月に津市消防
団活性化等検討委員会を立ち上げ、
同年４月から運用を行い、若手消防
団員の意見を集約して、訓練等に反
映した。

消防団協力事業所の認定数が減少
したため、消防団協力事業所認定
制度の推進に向け、事業者等に対
して、制度の周知と積極的な協力
を呼びかけていく。また、消防団
に対する認識を深めていただくた
め、イベント等にける消防団員募
集ブースの設置や活性化等検討委
員による大型スーパー等でのＰＲ
など、様々な機会を捉えてＰＲ活
動を展開し、団員の加入促進に取
り組む。

消防団員数 2,188人
(Ｈ27.4.1現在)

2,188人の維持 2,227人 2,190人 2,178人

⑵　安全で安心して
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キ　外国人を含めた地域住民の顔
が見えるコミュニティの形成

市民部 市民交流課

津市国際交流協会との連携により、
ボランティアスタッフによる日本語
講座を実施し、日本語を学びたい外
国人住民への学習の場を提供した。
また、各国の文化を紹介する「津市
国際交流デー」を開催することによ
り、外国人と日本人、並びに外国人
同士の親睦を図り、お互いの国の文
化を理解する取組を行った。

外国人住民数が増加傾向にあるな
か、今後日本語講座の受講希望者
も増加することが予想されるた
め、引き続き、同講座の開催を通
じて、共生社会の実現に向けた取
組を推進するとともに、日本語講
座継続に必要不可欠なボランティ
アスタッフについて、幅広く参画
をいただくため、広報などを活用
し、周知と人材確保に努める。

日本語教室参加者数（受
講者及びボランティア）

延べ430人/年 延べ450人/年

延べ767人/年

受講者　392人
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ　375人

延べ929人/年

受講者　537人
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ　392人

延べ1,225人/年

受講者　735人
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ　490人

0施設10施設 累計6施設
（平成28年度：6施設）

累計13施設
（平成29年度：7施設）
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オ　公共施設等総合管理計画に基
づく公共施設の老朽化対策

政策財務部 財産管理課

平成２９年１月に津市公共施設等総
合管理計画を策定した。今後、この
計画に定めた基本方針及び実施方針
に基づき公共施設の最適化を進める
こととする。
平成２８年度は、神戸幼稚園、新町
幼稚園、修成幼稚園、新町保育園、
新町会館、橋南公民館を対象とし、
津みどりの森こども園、（新）新町
会館、（新）橋南公民館に再編整理
を行う計画を具体化した。
平成２９年度は、神戸幼稚園舎を増
築・改修し、津みどりの森子ども園
の整備を完了するとともに、閉園と
なる新町幼稚園敷地を（新）新町会
館用地とするべく園舎の解体設計を
進めた。
また、各施設所管が企画する施設整
備事業について、全庁的かつ地域を
俯瞰する視点からの協議を行い、再
編・再配置の方針を決定した。

再編・再配置の方針を決定した事業
・上野小学校区放課後児童クラブど
んぐり会施設の整備
・北消防署の改築
・一身田公民館及び出張所の改築
・埋蔵文化財センター久居分室の廃
止解体
・一志東小学校区放課後児童クラブ
アドバンスキッズクラブ施設の整備
・新町小学校区放課後児童クラブ新
町わかば会施設の解体
・たるみ子育て交流館の整備
・旧草生幼稚園及び旧波瀬幼稚園へ
の消防団施設の整備
・旧高宮小及び旧雲林院小への公文
書管理施設の設置
・芸濃温泉スタンドの廃止

今後は、修繕を除く全ての施設整
備事業について事前協議を行い、
その実施の可否を仕分けし、いず
れかの施設に大規模改修や建替え
の必要が生じた時点で、一定の地
域を面的に俯瞰し、その地域内の
公共施設を再編・再配置すること
により、施設総量を最適化する取
組へと変換していく。この取組み
を実施していくための各種方針等
の整備を行いながら、公共施設等
総合管理計画に基づく公共施設の
最適化を推進していく。

公共施設等総合管理計画
の概念に基づく公共施設
の再配置・整理施設数
（計画期間中の累計）

-
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ケ　地域住民の助け合いを育む仕
組みづくり

市民部
健康福祉部
総合支所

地域連携課
高齢福祉課
地域振興課

【地域連携課】
自治会や市民活動団体に対し、地域
で助け合う仕組みづくりを含めた活
動の支援を行った。
【高齢福祉課】
生活・介護支援サポーター養成講座
を開催し、平成28年度は、8月、
11月の2回の講座を通じて32名
が、平成29年度は、11月、1月の
2回の講座を通じて22名が同講座
を修了した。また、各地域包括支援
センターでフォローアップ研修を
行った。
【地域振興課】
平成28年5月に、榊原未来会議、
榊原地区自治会連合会、榊原温泉振
興協会等に地域団体等（地区社会福
祉協議会、榊原温泉ふるさと案内人
の会、榊原まちおこしの会等）を加
え、「榊原の地域振興を立ち上げる
会」を発足し、「地域活性化への考
え」や「困っていること」を聴く場
を構築して、地域住民の意向を把握
した。

【地域連携課】
引き続き自治会や市民活動団体へ
の支援を行うとともに、地域住民
の助け合いを育む仕組みづくりに
寄与すると考えられる優良な事例
について、健康福祉部や各総合支
所等、庁内において情報共有を
図っていく。
【高齢福祉課】
今後も生活・介護支援サポーター
養成講座やフォローアップ研修を
継続して行い、助け合いを育む仕
組みを構築していく。
【地域振興課】
地域の主な団体が、地域に対する
考えや課題を共有・検討する場を
構築できたことから、この場を有
効に活用し、引き続き地域住民の
意向把握に努めるとともに、様々
な地域課題を地域で共有し、問題
の解決を目指す。

仕組み構築 -
需要と人材のマッチン
グによる地域住民の助
け合いの仕組み構築

- - -

376団体365団体360団体　370団体360団体
津市市民活動センター登
録団体数

今後も、地域における課題の解決
に向けた団体の活動を継続して支
援していく。また、市民活動団体
情報ポータルサイトへの登録団体
数は増加傾向にあり、仕組みとし
て浸透しつつあるため、これを
データベースとして利活用し、市
民主体の取組やコミュニティビジ
ネスの推進に不可欠な団体のネッ
トワーク化や情報共有により、担
い手の発掘や育成、団体の連携を
強化し、地域課題の解決に向けた
取組を進める。

地域における課題解決を図るため、
自治会や市民活動団体に対し、活動
の初期段階に要する経費等を支援す
ることで、持続可能な活動のサポー
トを行った。また、市内で活動する
市民活動団体の情報を提供する市民
活動団体情報ポータルサイトにおい
て、登録団体の活動目的や内容等の
情報を発信することにより、市民活
動への参画推進及び団体同士の連携
による市民活動の活性化を図った。

市民セレクションの採択件数　
（平成27年度）
・市民活動推進事業交付金 10件
・市民活動団体設立支援事業交付金 
1件
・自治会集会所建築等補助金による
支援 14件
（平成28年度）
・市民活動推進事業交付金 9件
・市民活動団体設立支援事業交付金 
０件
・自治会集会所建築等補助金による
支援 14件
（平成29年度）
・市民活動推進事業交付金　11件
・市民活動団体設立支援事業交付金　
0件
・自治会集会所建築等補助金による
支援 23件

地域連携課市民部
ク　地域課題の自立した取組や持
続可能な活動に向けた支援

⑵　安全で安心して
暮らせる地域づくり
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美里総合支所 地域振興課

地方創生推進交付金事業として、平
成28年度から29年度にかけ、美里
地域の旧３小学校（長野、高宮、辰
水）区において、学校利活用のため
の協議会組織（長野地域まちおこし
協議会、高宮ふるさと協議会、辰水
元気づくり協議会）を設立。各協議
会が、交流人口や地域の特産物の販
路拡大に向けて、それぞれの地域の
特色に応じたイベント等を開催し、
多くの方の来場をいただいた。ま
た、三協議会と市による協議会組織
「みさっと」を設立し、各協議会間
の情報共有と連携強化に努めた。

地域コミュニティの維持・強化と
交流人口並びに地域特産物等の販
路拡大に向け、今後も三協議会の
独自性を生かしたイベント等の開
催に継続して取り組む。また、こ
れまでの実績や教訓を踏まえ、交
付金事業としての期間が終了する
2021年度以降の当該事業の自立
化に向けて、財源確保も含めた事
業展望や取組方針等に係る検討を
進める。

0拠点 累計2拠点
（平成28年度：2拠点）

累計3拠点
（平成29年度：1拠点）

一志総合支所 地域振興課

・旧大井小学校
校舎３階と２階の一部に学校法人玉
村学園が一志学園高等学校（通信制
高等学校）を開校。大井町づくり委
員会も活動拠点として利用。
・旧波瀬小学校　
津レスリング協会の活動拠点とし
て、レスリング教室を実施してい
る。波瀬まちづくり協議会も活動拠
点として利用。

地域活動団体の活動・交流拠点と
して有効活用を図り、地域活性化
の促進に努める。

2拠点 累計2拠点
（平成28年度：0拠点）

累計2拠点
（平成29年度：0拠点）
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サ　地域の活力再生に向けた時代
に合った体制づくり

市民部
総合支所

地域連携課
地域振興課

【地域連携課】
各総合支所におけるモデルケースの
確立に向けて、総合支所長会議を通
じ、各総合支所間の情報交換を行う
とともに、活用可能な交付金等の情
報を提供した。
【地域振興課】
平成28年5月に、榊原未来会議、
榊原地区自治会連合会、榊原温泉振
興協会等に地域団体等（地区社会福
祉協議会、榊原温泉ふるさと案内人
の会、榊原まちおこしの会等）を加
え、「榊原の地域振興を立ち上げる
会」を発足し、「地域活性化への考
え」や「困っていること」を聴く場
を構築して、地域住民の意向を把握
した。

【地域連携課】
今後も総合支所長会議を通じ、各
総合支所課間の情報共有を行うと
ともに、必要な情報提供を行って
いく。
【地域振興課】
「榊原の地域振興を立ち上げる
会」を活用し、今後は、地域活性
化に係る具体的な取組の検討を進
める。また同会が、その活動を継
続し、自主的な運営ができるよう
支援し、地域のさらなる活性化を
図っていく。

モデルケースの確立 -
モデルとなる住民
活動の仕組みの構

築
-

構築
（榊原地区）

構築・継続
（榊原地区）

コ　小学校の廃校跡地等を活用し
た交流拠点づくり

⑵　安全で安心して
暮らせる地域づくり

交流拠点づくり（計画期
間中の累計）

3拠点-


